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が, 先取りすると次のような課題を設定する｡ すなわち, スポーツをめぐっ
て不法行為に基づいて損害賠償請求がなされる場合, 加害者とされるのが
同じ競技に参加した選手である場合と, 競技を開催した主催者等である場
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日, 神戸地判平成26年１月30日, 札幌地判平成27年３月26日など, 詳しく
は本文中で採り上げることにする｡
(２) 日本スポーツ法学会の設立は1992年である｡











担保する必要が生じる｡ そのため, 本稿では, 第一法規 『法律判例文献情
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文献を検索したものを基礎とし (2015年１月24日現在｡ ｢＊｣ は and検索




ずしも ｢網羅的｣ なものではないことを, お断りしておきたい｡
２ 裁判例の紹介
[１] 東京地判昭和45年２月27日判時594号77頁
いわゆる ｢ママさんバレー｣ における選手同士の衝突事故である｡ 東京
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に転落受傷した事故である｡ 最高裁は ｢本件各事故がＡの本件スキー場の
管理の過失によるものであるとした原審の右判断は是認することができな












なく, 本件事故当時, 下方を見通すことができたというのであるから, 被
上告人は, 上告人との接触を避けるための措置を採り得る時間的余裕をもっ
て, 下方を滑降している上告人を発見することができ, 本件事故を回避す
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般的な注意義務を負うものである｡ そして, このことは……教育課程に位
置付けられてはいないが, 学校の教育活動の一環として行われる課外のク


















する設備を備えていれば, その設置又は保存に瑕疵はない｣ 等とし, Ｙ2































































































道日本ハムファイターズに対し, 工作物責任 (民法717条１項), 不法行
為 (民法709条), 債務不履行 (野球観戦契約上の安全配慮義務違反) に
基づき, ②指定管理者として本件ドームを占有していた被告株式会社札幌
ドームに対し, 工作物責任 (民法717条１項), 不法行為 (民法709条) に
基づき, ③本件ドームを所有していた被告札幌市に対し, 営造物責任 (国
























































する判決が見られるなど ([４] 判決, [７] 判決), 特徴的な点を指摘す
ることも可能である｡
さらに, 加害者に不法行為責任を認めるとしても, 大幅な過失相殺がな
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４ 学説の状況
























スポーツにおいて ｢ケガをさせられる (場合によっては死にいたる)｣ こ
との危険まで引き受け, 承諾しているということはできるであろうか｡
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尽くしていなかったとすべきではない｣ と判示している｡
責任能力のない未成年者による ｢通常は人身に危険が及ぶものとはみら





















(４) 上告審判決については, 窪田充見 ｢本件判批｣ 民商104巻５号 (1991
年) 668頁参照｡
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(６) スポーツと法的責任をめぐっては, 他の箇所に挙げたものに加えて,
主に, 辻次郎 ｢登山事故の法的責任 (上) (下)｣ 判タ997号 (1999年) 38
頁, 礒山海 ｢野球観戦中の負傷事故と球場管理者の賠償責任 アメリカ
法における限定義務の法理をめぐって｣ 日本スポーツ法学会年報21号





のは, 必ずしも多くない｡ すなわち, 幾代通 (徳本伸一補訂) 『不法行為』
(有斐閣, 1993年) 102頁は, スポーツによる加害は被害者の承諾の問題と
も構成し得るが, 原則として正当行為として違法性を阻却するとしている｡
澤井裕 『テキストブック事務管理・不当利得・不法行為』 (有斐閣, 第３
版, 2001年) 166頁では, スポーツのルールに従っている限り違法性を阻
却するとし, それは, 危険の引受けの他, ｢一々過失を問責しているとス
ポーツ・遊戯が成立しないから, 互換性の見地からも社会的許容の範囲は
若干広い｣ としている｡ さらに, 平野裕之 『民法総合６不法行為法』 (信




行為法』 (信山社, 1999年) (改版, 分冊前のもの) 209頁では, 正当業務
行為として違法性が阻却されるものとしてスポーツを挙げているが, 潮見
佳男 『不法行為法Ⅰ』 (信山社, 第２版, 2009年) 457頁では, ｢スポーツ
競技中の事故については, 原則として違法性がないとの構成よりもむしろ,
危険を回避するための行為義務違反の有無を正面から問題とする傾向にあ
る｣ と指摘している｡ 大村敦志 『新・基本民法, 不法行為編』 (有斐閣,
2015年) 59頁は, スポーツ (や医師による手術) については, 相手方によ
る承諾によって不法行為が成立しないとする見解よりも, 正当な業務行為
によって不法行為とはならないとする見解を紹介している｡
(８) 片岡理恵子 ｢スポーツ活動中における競技者同士の事故 おもに球
技系スポーツに関して｣ Sports Medicine 2011 135号 (同稿を参照するに
あたっては, web上の論稿に依拠した)｡ ルールと法については, 守能信
次 ｢スポーツルールと法｣ 法時65巻５号 (1993年) 56頁がある｡
(９) 浦川道太郎 ｢スポーツと民法｣ 法時65巻５号 (1993年) 54頁｡
論
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(10) 笠井修 ｢スポーツをめぐる不法行為｣ 道垣内正人＝早川吉尚編著 『ス
ポーツ法への招待』 (ミネルヴァ書房, 2011年) 223頁｡
(11) 湯浅道男 ｢スポーツ事故と法的責任 特に登山事故をめぐって｣ 法





(14) 望月礼二郎 ｢スポーツ中の事故・プレイヤーの注意義務 アマチュ
アスポーツの場合 Kiley v. Patterson, 760 A.2d. 1253 (Rhode Island, 2000)｣
ジュリ1204号 (2001年) 78頁｡
(15) イングランド法を参照するにあたっては, The Common Law Library,
Clerk and Lindsell on Torts, 21st ed., 2014 ; Deakin, S., Johonston, A., and
Markesinis, B., Markesinis and Deakin’s Tort Law, 2013 ; Witting, C., Street
on Torts, 14th ed., 2015 ; The Common Law Library, Charlesworth and Percy
on Negligence, 13th ed., 2014 を参照した｡ 以下ではそれぞれ, Clerk and









が多いからである｡ しかしながら, 本稿においては, 主にイングランド法
















































しかしながら, このことは所謂 Volenti non fit injuria法理の適用とは区




というのも, 参加者は, そのスポーツから予期される (通常であれば







すなわち, Wooldridge v Sumner and another 判決
(23)
において, (コース脇
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る｡ イングランド控訴院は, 騎手にネグリジェンスはないことを理由とし
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ここで, スポーツ事故における被害者の ｢(ある種の) 同意｣ が関係す
る最も重要と思われる控訴院の, Murray v Harringay arena ltd 判決
(29)
を採



































の基準は, ｢緊急状態 (emergency)｣ の類推で判断されている
(33)(34)
｡




て, 競技者がロープを越えて (コースを外れて) 観客に衝突したというも
のであって, 事故原因の詳細は不明である｡ イングランド控訴院は, この

























































































































その大会の性質, 参加者数, 参加者の属性等が考慮されるが, 本稿が最も
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まず, 最初の高等法院の判決である｡
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そのような活動はリスク・フリーではない……活動に含まれるリスク




















官 (trial judge) の役割となる
(56)
｡
イングランド高等法院に差戻された後, 別の裁判官 (Foskett 裁判官)
























































(16) 占有者の責任とは ｢(土地・建物の) 占有者・所有者の責任｣ と紹介
されている (田中英夫編集代表 『英米法辞典』 [東京大学出版会, 1991年]
[以下 『英米法辞典』 と略記する] 600－601頁参照)｡
(17) 占有者の責任について, 詳しくは, see, Markesinis 2013, at 259 ; Street
on Torts 2015, at 212.
(18) Percy 2014, at 4103.
(19) Lane v. Holloway [1968] 1 QB 379, at 386387 における判示である｡
See, Percy 2014, at 4104.
(20) Percy 2014, at 4105.
(21) see, Street on Torts 2015, at 196. その他, 『英米法辞典』 899頁参照｡
(22) Clerk and Lindsell 2014, at 3119.
(23) [1963] 2 QB 43, [1962] 2 All ER 978.
(24) Clerk and Lindsell 2014, at 3119.
(25) [1997] PIQR P 133 at 147.
(26) Clerk and Lindsell 2014, at 3119.
(27) 前掲の Wooldridge v Sumner and another 判決 [1963] 2 QB 43, [1962]






(28) Clerk and Lindsell 2014, at 3119.
(29) [1951] 2 KB 529, [1951] 2 All ER 320.
論
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(30) [1986] 4 WWR 567.
(31) see, Percy 2014, at 4106.
(32) Clerk and Lindsell 2014, at 8143.
(33) Clerk and Lindsell 2014, at 8152.
(34) 緊急状態であることがネグリジェンスにおける注意義務違反を判断す
る際の要素となることについて, see, Street on Torts 2015, at 121.
(35) [1971] 2 All ER, [1971] 1 WLR 668.
(36) see, Clerk and Lindsell 2014, at 8152.
(37) [2001] EWCA Civ. 1054.
(38) Caldwell v Maguire and Fitzgerald 判決 ([2001] EWCA Civ. 1054) に
おける Tuckey 控訴院裁判官がこのように判示している ([2001] EWCA
Civ. 1054, at [39])｡
(39) Clerk and Lindsell 2014, at 8152.
(40) Clerk and Lindsell 2014, at 8152.
(41) [1985] 2 All ER 453, [1985] 1 WLR 866.
(42) Percy 2014, at 4103.
(43) Clerk and Lindsell 2014, at 8152. 次に掲げる, いわゆるサイド・カー
の事故にかかる, Harrison v Vincent [1982] RTR 8 を参照のこと｡
(44) [1982] RTR 8, CA. see, Clerk and Lindsell 2014, at 558 ; Percy 2014, at
4103.
(45) [2013] CSIH 18 ; 2013 SC 379 ; 2013 SLT 439.
(46) see, Clerk and Lindsell 2014, 8152 at n. 701. ゴルフの初心者 (原告)




(Percy 2014, at 4103.), 本稿ではこれを対象とはしない｡
(48) [2001] EWCA Civ 375.
(49) see, Percy 2014, at 726.
(50) [1997] PIQR. P 133.
(51) Uren v Corporate Leisure (UK) Ltd [2010] EWHC 46 (QB) における,
Field 裁判官の判示 [57][59] の箇所である｡
(52) 社会的効用がネグリジェンスの注意義務違反の有無を考慮する際の要
素となることにつき, see, Street on Torts 2015, at 119.
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(54) [2011] EWCA Civ. 66.
(55) 事案は, 浅いプールへのダイビングヘッドによる頚椎の損傷であるこ
とを確認しておく｡
(56) Uren v Corporate Leisure (UK) Ltd and another [2011] EWCA Civ. 66.
[69] における Smith 裁判官の判示である｡ See, Clerk and Lindsell 2014, at
8153.
(57) [2013] EWHC 353 (QB).
(58) [2013] EWHC 353 (QB), at [204][208]. See, Clerk and Lindsell 2014,
at 8153, at 708.
(59) Clerk and Lindsell 2014, at 8153.
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るとはされていない｡ つまり, イングランド法では ｢緊急状態｣ の類推に
よって, スポーツにおいてネグリジェンスの注意義務違反を認定するため


























































もの ｢同意｣ の問題ではなく加害者の注意義務の問題としている , ス
ポーツにおける事故を同意の問題ではなく主に過失の有無の観点から検討
する [５] 千葉地判平成23年10月28日 (LEX/DB文献番号25473538) や,






























































































されているが (丸山健 ｢本件判批｣ ひろば48巻８号 [1995年] 73頁), 自
動車を運転するからといって, 交通事故で他人による死亡や重傷の結果を
引受けているとは評価できないことと同様であると思われる｡
(63) [1951] 2 KB 529, [1951] 2 All ER 320.
(64) ｢スポーツ競技中の事故については, 原則として違法性がないとの構
成よりもむしろ, 危険を回避するための行為義務違反の有無を正面から問
題とする傾向にある｣ との学説による指摘は (潮見佳男 『不法行為法Ⅰ』
論
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[信山社, 第２版, 2009年] 457頁), このような文脈において理解すべき
ではなかろうか｡
(65) 浦和地判平成10年９月25日判時1673号119頁｡ 本稿では [３] 判決と
して扱った｡
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Tort Liability in Sporting Events
Kunihiro ONISHI
When a significant accident occurs during sporting event, should tort li-
ability be imposed? In Japanese tort law, it is uncertain (1) whether the
victim’s consent to participate in the sporting activity exempts other parties
from tort liability ; (2) how the rules of sports might affect the application of
tort liability ; (3) what elements of tort liability could apply in deciding
whether negligence liability should be imposed.
Discourse on English tort law has discussed these issues for some time.
These long standing discussions on the applicability of tort in regards to
sports participants are referenced in this paper for an extremely stimulating
rethinking of the application of Japanese tort law in such instances.
In this article, it is argued that (1) a claimant’s consent does not always
exempt a defendant from tort liability, although it may provide some immu-
nity from say slight bodily touches in a game; (2) the rules of a sport do not
always affect tort liability ; and (3) social utility is a very important factor in
deciding whether there negligence has occurred based on the level of the
duty of care for sporting event organizers, which has a significant bearing on
determining whether there is a case for tort liability.
